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は じ め に  
 

平成 16 年に我が国の国立大学が法人化して第一期の中期目標・中期計画期間が終了し、

平成 22 年から第二期の中期目標・中期計画期間が開始されている。 
いうまでもなく、国立大学の法人化によって、各国立大学は運営費交付金や自己収入を

含めた収入の多くについて、自らの使命や目標・計画の範囲内で自らの資源を配分する自

律性が与えられることとなった。 
こうした状況の中で、国立教育政策研究所では、我が国の国立大学における財務運営の

在り方に関し、その指針となる考え方などを明らかにする観点から平成 22 年度から 23 年

度にかけてプロジェクト研究「大学の財務運営の在り方に関する調査研究」を実施した。 
このプロジェクトでは、平成 15 年に国立学校財務センターにおいて実施された「英国

における大学経営の指針」（平成 15 年８月）の先行研究を踏まえ、英国における大学の

内部資源配分の実態を調査・分析するとともに、我が国の国立大学のうち大規模大学、総

合大学、単科大学等のカテゴリー別に調査研究に参画いただいた９大学の学内資源配分の

実態を分析することを中心に調査研究を行った。 
英国の状況については、先行研究を踏まえて、英国の勅許財務管理官協会（CIPFA)の「継

続教育及び高等教育機関における資源配分モデルの事例研究 2010」について、研究分担者

が分担翻訳のうえ、研究会において分析を行った。英国と我が国の大学システムが異なる

ことや、大学財政をめぐる状況が異なることなどから一概に英国の事例を取り入れること

には困難な面もあるが、我が国の大学の財務運営に当たり一定の参考となる示唆を得るこ

とができた。 
我が国の９大学の事例研究においては、それぞれの大学の財務運営の実情について聴取

し分析した。これについては、様々な学内事情等もあることからその詳細をすべて研究成

果として掲載することはできないものの、すべての大学をつうじて行われている学内資源

配分の一般的な状況や、各大学が厳しい財政状況の中で行っている様々な工夫の状況など

が明らかとなった。 
これらの情報が少しでも各大学における財務運営の改善のお役に立てば幸いである。 
加えて、大学財政をめぐる厳しい状況が続く中で、今後の我が国の国立大学の財務運営

の改善を図るために、大学レベルでの検討が必要な事項、あるいは国において制度的な検

討が必要な課題なども明らかとなった。この分野についてはまだまだ取り組むべき課題が

多く残されており、様々な専門家によってさらなる研究を深めていただくにあたって、本

研究で得られた成果が少しでもお役に立てばありがたいと考えている。 
 この機会に、本研究にご参加ご協力いただき、ご貢献をいただいたすべての研究者、専

門家各位に深甚なる謝意を表したい。 
 
                      平成２４年４月 

国立教育政策研究所長 德永 保 
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第Ⅰ部 調査の概要 
 

第１章 調査研究の目的 

平成 16 年 4 月に法人化された国立大学は、平成 22 年度から第二期の中期目標・中期計

画に基づく大学運営が行われている。 
国立大学の法人化の趣旨の一つは、各国立大学における自主的な財務運営の実現にあ

り、我が国の各国立大学がそのミッションを実現するための適切な財務運営が必要となっ

ている中で、本調査研究においては、この分野における先進的な取組を進めている英国の

大学の財務運営の状況等を分析するとともに、我が国の国立大学の財務運営の実情等につ

いての実践的な研究を行い、これからの我が国における国立大学の財務運営の在り方の指

針となる考え方やモデル等を提示することを目的として研究を行ったものである。 
 

第２章 調査研究のテーマ、方法及び経緯 

（１）調査研究のテーマ 

本調査研究においては、大きく以下の二つのテーマを設定して研究を実施した。 
①  研究テーマ１ 

国立大学の学内における資源の配分・再配分のプロセス、意思決定、基準等に関

する考え方と実際 
 

②  研究テーマ２ 
土地等の現物出資等と長期借入・債券発行の組み合わせによる事業モデルの提示 

 
（２）調査研究の方法 

①  研究テーマ１については主として以下の方法によって研究を実施した。 
 我が国に先んじて法人化を実施した英国における大学の財務運営の状況等に

関する文献の調査、分析 
 我が国の国立大学のうち、大規模大学、総合大学、単科大学等のカテゴリー

別に個別の大学の財務運営の状況についての実情の調査、分析 
 上記の調査、分析を踏まえた考察 

 
②  研究テーマ２については主として以下の方法によって研究を実施した。 

 我が国の大学の取組状況の聴取 
 金融機関実務者からのヒアリング 
 上記の情報を踏まえた分析 
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（３）調査研究の体制 
調査研究の実施に当たっては、以下のメンバーによる研究会を組織し、平成 22 年９月

から平成 24 年３月まで研究を実施した。 
 
【国立教育政策研究所内委員】 
 德永 保（研究代表者） 所長 
 塚原 修一   高等教育研究部長 
 淵上 孝（事務局）  総括研究官 
 籾井 圭子   総括研究官（平成 23 年８月まで） 
 小松 明希子   総括研究官（平成 23 年８月から） 
【所外委員】 
 竹内 利行   群馬大学副学長 
 池田 輝司   千葉大学理事・事務局長 
 前田 正史   東京大学理事（副学長） 
 皆川 秀徳   東京医科歯科大学財務部長（平成 23 年３月まで） 
 近藤 弘    東京医科歯科大学総務部長（平成 23 年４月から） 
 山田 道夫   東京工業大学事務局長 
 鈴木 優子   東京海洋大学事務局長（平成 23 年３月まで） 
 飯沢 隆夫   東京海洋大学事務局長（平成 23 年４月から） 
 島田 正寛   新潟大学理事 
 根本 二郎   名古屋大学教授（平成 23 年１月から） 
 西阪 昇   京都大学理事（副学長）（平成 22 年１１月から） 
 
（４）調査研究の経緯 

調査研究は、主として国立教育政策研究所内外の研究分担者により、①英国の勅許財務

管理官協会（CIPFA）による「継続教育及び高等教育機関における資源配分モデルの事例

研究 2010」（以下「英国大学事例研究」という。）の担当部分の訳出、分析と、②所外委

員の所属大学における財務運営状況の報告、分析により行った。このほか、民間金融機関

からのヒアリングも行った。 
研究会の開催状況は以下のとおりである。 

 
  ○第１回 平成２２年９月１５日（木） 
    ・研究会の進め方について協議 
 
  ○第２回 平成２２年１０月１２日（火） 
    ・民間金融機関からのヒアリング 
    ・「英国大学事例研究」の総論部分についての訳出、分析 
 
  ○第３回 平成２２年１１月２５日（木） 
    ・オールダム・シックスス・フォーム・カレッジにおける資源配分 
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    ・東京海洋大学における学内予算配分 
 
  ○第４回 平成２２年１２月２０日（月） 
    ・サウサンプトン大学における資源配分 
    ・東京大学における予算配分 
 
  ○第５回 平成２３年１月２６日（水） 
    ・バーキング・カレッジにおける資源配分 
    ・東京工業大学における資源配分 
 
  ○第６回 平成２３年２月２１日（月） 
    ・クイーン・マーガレット大学における資源配分 
    ・千葉大学における資源配分 
 
  ○第７回 平成２３年４月２６日（火） 
    ・バース大学における資源配分 
    ・群馬大学における資源配分 
 
  ○第８回 平成２３年５月２６日（木） 
    ・オックスフォード・ブルックス大学における資源配分 
    ・新潟大学における資源配分 
 
  ○第９回 平成２３年６月２９日（水） 
    ・京都大学における資源配分 
    ・名古屋大学における資源配分 
 
  ○第１０回 平成２３年７月２８日（木） 
    ・コレーグ・メナイにおける資源配分 
    ・東京医科歯科大学における資源配分 
 
  ○第１１回 平成２３年９月９日（金） 
    ・大学統合の状況について 
    ・国立大学法人のシステム等の集約による効率化について 
    ・大学間共同処理シミュレーションについて 
 
  ○第１２回 平成２３年１１月２９日（火） 
    ・研究会報告案の審議① 
 
  ○第１３回 平成２４年１月３０日（月） 
    ・研究会報告案の審議② 
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第Ⅱ部 調査結果の内容 
 

第 1 章 英国の大学における内部資源配分の状況及び我が国大学への示唆 

１．はじめに 
 

英国の大学においては、周知のように HEFCE（高等教育財政カウンシル）等の資源配

分機関によって、その基幹的な運営に係る経費の配分が行われているが、これを受領した

各大学においてはその裁量によって内部の資源配分を行っている。 
各大学においては、それぞれの規模、歴史的経緯、使命や目的などに照らして、資源配

分のモデルを設け、それに基づき内部の資源配分を行ってきている。 
この点について、英国では、CIPFA（勅許財務管理官協会）が、継続的に大学等におけ

る内部資源の配分モデルに関する事例研究を実施してきており、最新のものとしては、「継

続教育及び高等教育機関における資源配分モデルの事例研究 2010」が出版されている。こ

の事例研究では、英国における幅広い範囲の機関（大規模都市型大学、中規模大学、小規

模高等教育機関、大規模継続教育カレッジ、中規模継続教育カレッジ、小規模カレッジ、

その他）を取り扱えるよう、サウサンプトン大学、バース大学、クイーン・マーガレット

大学、バーキング・カレッジ、コレーグ・メナイ、オールダム・シックスス・フォーム・

カレッジ、オックスフォード・ブルックス大学を対象に、質問紙及び面談による調査が実

施されている。（調査対象となった大学の概況は P７参照。大学への質問事項は P８－９

参照。） 
本研究会では、この資料を参考に、英国における内部資源配分の仕組みの研究を行った。 
本章では、次節で、英国の内部資源配分の状況の概説を示した上で、最後に我が国大学

への示唆を述べる。 
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対象大学等の基礎データ  
 

学校名 
 

予算規模 
（1￡＝135円）

学生数(人) 
(ﾌﾙﾀｲﾑ換算) 

スタッフ（人） 
(ﾌﾙﾀｲﾑ換算) 

学部構成 
 

その他 
 

University of Southampton 
 
 

￡3億7200万 
(502億円) 
 
 

19,000(FTEs) 
 
 
 

4,886(FTEs) 
 
 
 

3学部24学科 
学部：Law, Arts and Social Sciences; Engineeri
ng, Science and Mathematice; Medicine, Health 
and Life Sciences 

'52設立
勅許 
 
 

University of Bath 
 
 
 

￡1億6500万 
(223億円) 
 
 

8,949(FTEs学部) 
2,285(FTEs大学院
) 
 

2,086(full-time) 
 621(part-time) 
 
 

6学部 
Engineering and Design, Humanities and Social 
Services, Science, Management, Health, Lofelon
g Learning 

'66設立
勅許 
 
 

Queen Margaret University 
【Scotland】 
 

￡3100万 
(42億円) 
 
 

5,600(FTEs4,000) 
 
 
 

459(FTE) 
 
 
 

4学部 
Health Sciences; Social Sciences, Mecia and Co
mmunication; Business, Enterprise and Managem
ent; Drama and Creative Industries 

'92学位
授与権 
 

Barking College 
 
 
 
 
 

￡2800万 
(38億円) 
 
 
 
 

12,000(FTEs5,000)
 
 
 
 
 

437(FTEs) 
(teaching323) 
 
 
 
 

9領域 
Health and Social Care, Construction, Engineeri
ng, Business and Management, Creative and
 Cultural Industries, Foundation Studies, 
Hospitality and Sport, Humanities, Language
s and Science, Information Technology 

継続教
育 
 
 
 
 

Coleg Menai 
【Wales】 
 
 

￡1900万 
(26億円) 
 
 

 
 
 
 

377(FTEs) 
(teaching283) 
 
 

7領域 
A Level; Technology; Art, Media and Sports; S
ervice Industries, Services to Business, Adult an
d Community Learning, Learner Support  

継続教
育 
 
 

Oldham Sixth Form College 
 
 
 
 

￡1000万 
(14億円) 
 
 
 
 

2,216(FTEs) 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

13領域 
Art and Design, Modern Languages, English, Pe
rfoming Arts, Media and Film Studies, Scienc
es, Mathematics, Information and Communi
cation Technology, Physical Education, Soci
ology, Psychology, Humanities, Business Studies

継続教
育 
 
 
 
 

Oxford Brookes University 
 
 
 

1億4700万 
(198億円) 
 
 
 

18,049(FTEs) 
 
 
 
 

2,632(FTEs) 
 
 
 
 

8学部 
Arts and Humanities, Built Environment,  
Biological and Molecular Sciences, Business, Ed
ucation, Technology, Health and Social Care, S
ocial Scienses and Law 

'92大学
昇格 
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事例研究対象機関への調査表  

 

A 機関の構造 

 １．学生数は何人か。（登録学生の数／フルタイム換算） 

 ２．職員数は何人か。（数／フルタイム換算） 

 ３．機関の保有する用地の数はいくつあるか。（機関所有のもの／出先センター） 

 ４．学部、学科、プログラム分野の数はいくつあるか。 

 ５．機関への収入の内訳は。（決算ベース） 

 ６．期間内の支出の内訳は。（決算ベース） 

 ７．モデルを全体の文脈の中に入れ込むため、機関の予算マニュアルの写しを提供していただきたい。 

 

B 資源配分 

 １．なぜ機関はモデルを使用するように変わったのか。 

 ２．それはいつ導入されたのか。 

 ３．モデルはこの５年以内に基本的な変更を加えられたか。もしそうなら、なぜか。 

 ４．資源を配分するために、どの範囲でモデルは使用されているか。（例：教育研究分野のみ） 

 ５．モデルはどのレベルで資源を配分しているか。（例：学校全体／学部／学科） 

 ６．上記分野に対し、以下の収入資源はどのように配分されるか。 

   ・資源配分機関の補助金 

     ー教育 

     ー研究 

    ・学生納付金 

     ー国内学生 

     ー留学生 

   ・その他の収入 

     ー投資 

     ー寄付金 

     ーその他：ケータリングや居住費など（具体的に記述してください） 

 ７．モデルにおいて、コストドライバーとして使用しているのは何か。   

   ・スタッフ 

   ・学生 

   ・スペース 

 ８．コストドライバーはどのように導かれたのか。 

 ９．モデルにおいては、どのような学科の支出分野がカバーされているのか。 

  （例：人件費・・・フルタイム／パートタイム／教育／研究／事務／技術／その他／消耗品／設備  
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１０．あらかじめカバーされていない場合、モデルは以下のような事柄についてどのように対処するのか。 

  ・臨時費：何のためにお金が留保されているか 

  ・スペースへの賦課（要素を具体的に記述） 

  ・本部事務に対してどのように資源は配分されるのか（学習支援サービスを含む。） 

  ・次のように資源が配分されている学科があるか。 

    ー競争的に 

    ー一定量増加して 

    ー歴史的に 

  ・サービス・ティーチング（即ち、ある学部・学科において、他の学部・学科のために教育が行われるもの） 

  ・機関が不安定になるのを避ける観点からの大きな学科間のバランスの制御 

  ・モジュラーコース 

  ・学科レベルの残高に基づく利子の取り扱い 

  ・トップスライスの要素（控除経費：即ち、機関本部が提供する教育研究セクターの細目：構成要素を具体的に記述） 

  ・賞金の授与 

  ・専門的給与費 

  ・予算の成功／失敗 

  ・実際の学生収入が見込みと異なった場合の調整 

  ・イノベーションや資本への資金提供（これは本部の政策によってクリアーされている必要があるか） 

  ・その他上記にあげられていない特別な観点 

１１．もしモデルの使用が以下のような事態を生じた場合、どのように対応する／対応したか。 

  ・歴史的なパターンによる配分が、資源配分モデルによってもたらされたものと異なる結果を生んだ場合の変動について 

  ・毎年毎年の学科への配分が変動し、不安定さを引き起こすとともに、問題を発生させようとしている場合  

１２．モデルは、以下のものを達成するために用いられているか。もしそうなら、どのようにか。 

  ・能率の向上 

  ・質の高い提供に報いるためのシステム 

  ・成長を促進するためのシステム 

１３．このモデルを実行するために必要最小限のマネジメントの情報とは何だと理解しているか。 

１４．実行を支援するため、何か新しいシステムやスタッフが必要だったか。 

１５．モデルは誰によって、どのように開発されたか。 

１６．開発チームの構成はどのようなものだったか。 

１７．導入してから、モデルの中で変更された点はあったか。また、それはどの視点か。 

１８．将来に向けて、意図している変更点はあるか。 

 以上に加えて、各代表は、各機関の最終決算書 (final accounts)と行動計画 (mission statement)の写しを提出してください。 
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２．英国の大学における内部資源配分の状況（CIPFA 資料より）  

 

（１）資源配分の定義  

CIPFA では、「資源配分」を「組織の諸活動に対する方法論的基礎として資源配分の

手段を提供する計画と管理の用具」と定義づけている。  

また、資源配分は、①資源の特定、②予算の編成、③予算の管理という三つの相互に

関連する段階から構成されている。  

各大学の資源配分モデルは、①規範的な方法によるものと②記述的な方法によるもの

とに大別されうる（P12 脚注参照）。ただし、規範的なモデルであっても画一的ではな

く柔軟に取り扱われる主要な変数があり得る。  

 

（２）資源配分の目的  

資源配分プロセスは、次の目的に資するとされている。  

①  機関の戦略的方向性や実行上の優先順位を支えること  

②  資源の管理運営者に、自らが管理する資源の特定を通じて、実際に事業が遂行  

される現場での決定が行われるように権限を与えること  

③  個々の部局やユニットの機能状態や機関全体の財政状況への貢献度を示すこと  

 

①の目的は、大学全体の管理運営にかかわるものである。CIPFA によれば大学の運営

上及び戦略上の目的は、戦略企画のプロセスに組み込まれた資源配分の方法論によって

補完され、また、このようなプロセスがなければ大学は実質的に方向が定まらなくなる

とされている。すなわち、大学全体の目的を果たし、目標を実現するために、資源配分

プロセスは極めて重要なかかわりを有することになる。  

①が大学全体の管理運営にかかわるものである一方、②及び③の目的は、大学の活動

を実際に展開する各部局等の運営にかかわるものである。そして、これをじつげんする

には資源配分プロセスが、オープンで公正なものであるということが必要であるとされ

ている。予算権限者がタイムリーで正確な情報を得られ、かつ、その情報に容易にアク

セスできること、予算権限者とのミーティングなどによってはじめて、部局横断的なマ

ネジメント責任の増進がはかられたり、相当の権限移譲にもかかわらずなぜ大学全体で

共通する方針を守る必要があるのかが理解されることとなる。  

また資源配分モデルの実行や改善のためには、少なくとも最初の数年間は、必然的に

相当量の協議、モデルの頻繁な再計算、定期的レビューを伴うこととなる。  
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（３）資源配分のモデル  

CIPFA の報告書によれば、各大学は、様々な資源配分モデルを設計し実行してきて

いる。教育研究部局ごとに収支計算書を作成して資源配分を管理する大学もあれば、

学生の一人当たり経費という概念を用いて給与費以外の予算を設定し資源を配分する

という大学もあり、さらにはこれらの中間に位置するようなアプローチもある。以下

は、CIPFA 報告書に掲載された７大学において用いられているアプローチを CIPFA

が整理したものである。  

 

モデルのタイプ  大学名  態様  

全収支計算モデル  クイーン・マーガレット大学  記述的*1 

全収支計算モデル  バース大学  記述的  

一部収支計算モデル  サウサンプトン大学  規範的*2 

トップスライス*3収支モデル  バーキング・カレッジ  規範的  

学生一人当たり経費に基づくファン

ディングのランク付けモデル  

オックスフォード・ブルックス大

学  

 

記述的  

 

学生一人当たり経費に基づくファン

ディングモデル  

オールダム・シックスス・フォー

ム・カレッジ  

 

規範的  

 

学生一人当たり経費（学習単位）モデ

ル  

コレーグ・メナイ  規範的  

 

CIPFA の分析によると、全収支計算のアプローチを用いている二つの大学は、ともに

記述的な方法でモデルを用いており、一方、規範的なモデルは、学生一人当たり経費を

基礎とする傾向にある。  

なお、規範的モデルの大学においても、財政負担の大きな割合を占める人件費につい

ては、単純な公式による算定ではない別の方法によっていることがある。  

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                         
*1原語は「Descriptive」。ここでは、大学内の資源配分や予算編成に当たって、資源配分モデルをのみを用いて厳格に決定

するのではなく、その他の要素も総合的に勘案して決定するといった意味合いで用いられている。 

*2原語は「Prescriptive」。ここでは、大学内の資源配分や予算編成に当たり、基本的に資源配分モデルを用いて決定していく

といった意味合いで用いられている。 

*3トップスライスとは、大学の本部経費や共通経費等のために、収入の一定割合を本部が留保することをいう。 
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【参考１】 各モデルの詳細＜CIPFA の事例研究による＞  

 

１ 全収支 計 算 モデル  

 

  このモデルは、それぞれの教 育 研 究 部 局 ごとに、損 益 勘 定 (profit and loss account)を作 成しようとするものである。学 科の状

況（損 益）は、各 学 科に配 分 される予 算に影 響を与 える。容 易 に計 算しうる費 目 (item)もあるが、詳 細な計 算を必 要とする費 目 も

ある。  

 

（１）収入の計算  

 

①  教育活動による収入 (teaching income) 

 

  多くの機 関 及 び教 育 研 究 部 局 にとって、教 育 は唯 一 で最 大 の収 入 源 となる。その主 要 な財 源 は、政 府 の補 助 金 及 び学 生 の

授 業 料 である。NHS（国 民 保 健 機 構）の看 護 に関する契 約や TDA（教 員 養 成 ・開 発 機 構）の補 助 金 など、補 助 総 額 がそのまま

教 育 担 当 部 局 に配 分されるばあいもあるが、一 般 的 には部 局 への資 源 の配 分 にも、何らかの計 算 方 法 が必 要となる。これらは、

二つの重要な段階を含んでいる。  

  ・学生の数と必要経費の特 定  

  ・学生一人 あたりの収入額 の確定  

 

  この収入 源 は極めて重要であるため、学生 一人 当たり経費 の計算は確 固たるものであることが大切である。多くの大学では、こ

れは複 雑 なプロセスになりかねない。なぜなら、モジュール化 やサービス・ティーチングは、各 モジュールに登 録 している学 生 数 の

正 確 な記 録 やどの教 育 研 究 部 局 がモジュールを保 有 しているのかを特 定 する必 要 があるからである。学 生 一 人 当 たり経 費 の計

算 を誤 れば、教 育 活 動 における収 入 を誤 ることとなる。本 研 究 において取 り扱 われている全 ての資 源 配 分 モデルは、学 生 一 人

当たり経費を用 いている。資源 配 分プロセスにおけるこの計 算 の重 要 性は過 大 評 価してもしすぎることはない。  

 

  学生一人 当たり経費を計 算すると、次のステップは収入を割り当てることである。HEFCE や SFC(Scotland Funding Council)の

資源 配分 機関 による教育 補助 金については、各大学は基 本 的に資源 配分 機関が用いている重み付けを使用している。資源配

分 機 関の方 法 論を活 用することの主な利 点は、一 貫 性（学科 レベルでみられる収 入は、機関 全 体での収 入 の方 法を反 映してい

る）であるが、資 源 配 分 機 関のアプローチは、いくらか「一 般 的 な方 法」にならざるを得ない。国 家レベルで機 能している方 法 論が

必ずしも各機関 内の詳細な状況を適切に反 映するとは限らない。  

 

  学生 納付 金もまた、学生 一人 当たり経 費 によって割り当 てられる。いくつかの大 学では、留学 生やその他の高 額 授 業 料のコー

ス（MBA など）による授 業 料 収 入 を最 大 化 する必 要 性 が争 点 となっている。ある大 学 では、大 学 院 レベルの研 究 （PGR)の授 業

料収入は、モデルから除外して、これらの PGR の活動を刺激するために、（トップスライスの後に）重要な教育 研究部局に直 接 配

分 される。なお、特 定 のグループの学 生 だけが重 要 と見 られ、一 方 で例 えば、人 文 科 学 のフルタイム学 生 は比 較 的 少 額 の資 源

しか得られず、「必要悪」のように見られるかもしれないということには留意が必要である。  

 

  サウサンプトン大 学 は、変 動 性 のある授 業 料 の影 響 力 を認 め、奨 学 金 その他 のコストとのバランスをとりながら、追 加 的 な授 業

料 収 入 の６０％を学 部 に配 分 している。一 方 、オックスフォード・ブルックス大 学 は、変 動 性 のある授 業 料 の全 収 入 を蓄 え、戦 略

的な使用のための基金を造成している。変動制 のある授業料という仕組みは、多くの大学にとって新たな財源 となりうる可能性 が

あるものの、一方で、高額なる授業料部 分への奨学金にかかるコストも併せて総合的に検討 する必要がある。  

 

②  ○研究収入  

 

  HEFCE から配分される QR*4収入は、基本 的に研究評価（RAE）の評価結 果に用いられている単位を通じて収入をもたらす教

育 研 究 部局 に配 分される。全 収 入 報 告書 アプローチにおいては、研究 資 金 団 体 及び契 約 による収 入も含 まれる。なお、研 究 支

援 の間 接 経 費 として受け取 る収 入は、必 ずしも実 際 の間 接 経 費 のコストを反 映 していないこともあるし、研 究 支 援 団 体 によっても

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                        
*4研究資金の大部分は QR(Quality Related Research)として配分される。研究の質は RAE(Research Assessment Exercise)においてピ

ア・レビューによって評価される。 
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変わるので、その取扱いには難しい面もある。  

 

③  ○その他の収入源  

 

  大 学 は、多 くのその他 の収 入 源 を持 っている（例 えば、投 資 収 入 、会 議 、図 書 館 の課 徴 金 ）。これらは予 測 困 難 であり、これら

を教 育 研 究 部 局 に配 分 する論 理 的 方 法 を考 案 するのは困 難 である。このため、このような収 入 は、資 源 配 分 モデルに組 み入 れ

ないという事 例 もある。このアプローチは、明 快 ではあるものの、資 源 配 分 モデルによる収 入 が大 学 全 体 の収 入 源 と乖 離 すること

となる。この点は、何らかの調整 を行うことで、二 種類の会計が行われているという懸念を払しょくするとともに、大学全 体の状 況に

焦点を当てやすくなる。  

 

（２）支出の計算  

 

  人 件 費 や給 与 費 以 外 の費 目 などの、多 くのコストは、一 般 に教 育 研 究 部 局 に直接 割 り当てることができるため、資 源 配 分 モデ

ルの運用に大きな問題とはならない。  

 

  一 方 、教 育 研 究 支 援 やサービス部 門 のコストや不 動 産 コストについては、扱 いが難 しい。収 入 は教 育 研 究 部 局 に対 して総 額

で配分されるために、サービス部門のコストの割り当てには説 明を要する（結局、それらは、主に、教 育や研 究による収 入によって

賄 われることとなる）。このコストの割 り当 てをうまく行 うために、いくつかの大 学 は、様 々なコストドライバー *5（もっとも一 般 的 なもの

は学 生 の一 人 当 たり経 費 、スタッフ数 及 びスペースである）を用 いている。学 生 一 人 当 たり経 費 については、それは様 々な要 素

（フルタイム、頭 数、国 内、国 際 ）を加味して計 算される。いずれの事 例においても、密接に関 連するサービス部門の必要 性 をより

正 確 に反 映 するよう試 みており、例 えば会 計 部 門 のコストを配 分 するために、会 計 上 の取 引 数 を用 いるなど、より詳 細 なドライバ

ーが用いられている。理論上は、活動基準原価 計算 *3（ABC：activity-based costing）の原則に従い、より詳細 な工夫は導入しう

る。例えば、会 計部 門は、対学 生、対スタッフ、法人 組織 全 体 など、様々な対 象にサービスを提供しているので、それぞれの相手

方に応じて区別したコストドライバーを用いることもできるかもしれない。しかしながら、必要 以上 の精緻さは、単に見掛け上の正 確

さを追加するだけとなり、かえって余計なコストをもたらすこととなる   

  この点、近年取り組まれている原価計算への透明性アプローチ（TRAC：transparent approach to costing）*4 の実施は、高等 教

育機関が本部 サービスのコストを教育研究 部 局に配分するメカニズムに役立 つかもしれない。  

 

  サービス部 門 に関 するコストは、一 般 に教 育 研 究 部 局 によって支 払 われるべきものとして扱 われている。このため、ある大 学 で

は、サービス部 門 などの本 部 コストから焦 点 を外 すようなモデルへと変 更 して、各 学 科 が自らの財 務 状 態 を改 善 するために、自ら

管 理 可 能 なコストに焦 点 が当 たるようにしている。ほかの大 学 でも、本 部 コストへの焦 点 化 は、部 局と本 部 との間 の一 定 の緊 張 を

生 み出 しかねないとの認 識で、別 の戦 略 を採 用 している。いずれにせよ、資 源 配 分 モデルが部 局 の財 務 状 態 に光を当 てることと

なっている限りにおいては、サービス部門は例 えば、効率 性の節約の義 務など、異なるプレッシャーがあるかもしれないが、利益 を

得ているか損をしている状 態 にあるかという考 え方からのプレッシャーからは逃 れることができる。一 方で、本 部 コストが部 局に割 り

当てられている場合には、本部 サービスはこれまでと比べ、より強い監視下におかれ、批判的 な疑問にさらされることとなる。  

 

  不 動 産 コストは特 別 な困 難 さを持っているので、これを資 源 配 分 モデルの対 象 から除 外 しようとする大 学 もある。その他 の大 学

では、資 源 配 分 モデルの中 に組 み入 れるために、割 り当 てのための確 固 としたメカニズムを発 展 させることが必 要 となる。そのよう

なメカニズムの一 つとしては、全 てのスペースを同 様 に扱 った上 で床 面 積 を用 いることが考 えられる。このほか、他 のものは、用 い

られるスペースのタイプ（自 然 科 学 と人 文 科 学 では大 きく異 なる）を反 映 して料 金 に重 み付 けを与 えることも考 えられる。また、

TRAC 及び総経済コスティング（full economic costing）の計算は、詳細な情報の維持を必要とし、このデータを最大限利用 する

ことが賢 明 であろう。コストベースのファンディングの基 礎 として総 経 済 コスティングを利 用 することは、高 等 教 育 機 関 の長 期 の財

務的安定や、高品質の学習、教 育及び研究を提供する能力を確保する中核であるように思われる。  

 

 

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                        
*5コストドライバー（原価作用因）とは、活動の原価に変化を及ぼす要因である。（櫻井通晴「管理会計（第四版）」P378） 
*3 活動基準原価計算（ABC）とは、資源、活動及び原価計算対象の原価と業績を測定するための経営のツールである。（櫻井通晴

「管理会計（第四版）」P371） 
*4 高等教育における標準的な原価計算方法である。 
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２ 部分的 収 支 計 算モデル  

 

  これらのモデルは一 定の分 野 の収 入を除 外 しているーサウサンプトン大 学 の事 例においては、大 学 の総 収 入 の約５０％のみが

モデルを流れていく。研究グラントからの収入はすでに関連する教育研 究部 局 によって所有されており、そのため資源配分のさら

なるプロセスを必 要としない。これは明 快さという長 所を有する。しかし、それは、教 育 研 究 部 局 の財 務 状 況 の総 体と大 学 全 体 の

財 務 状 況 との間 の乖 離 を生 み、さらに、各 部 局 から本 部 に対 して、サービス部 門 のために徴 収 される「税 」という明 らかな例 外 を

生み出す。  

 

３ トップスライス収 支モデル  

 

  先にみたように総収支報告 モデルの一つの問題点は、サービス部門（図書 館、登録部門、会計部門など）の扱いである。  

トップ・スライスアプローチでは、教育 研究 部局 に支払われるべき収入に対する「税」をあらかじめ控除することによってこの問題

点 を回 避 している。このような税 は純 粋 理 論 上 のもので、サービス部 門 に委 譲 される予 算 とはならないということは正 しく認 識 され

るべきである。バーキング・カレッジにおいては、異 なる収 入 の流 れに応 じ様 々なレートが用 いられている。これらのレートは評 価 さ

れ、実行 可能な解決 策をはっきりと提供している。このアプローチは明快さという利点を持っているが、デメリットはそれが総活 動コ

ストを表 していないということかもしれない。このほかに可 能 性 のあるデメリットとしては、課 される税 のレベルに異 議 が唱 えられるか

もしれないということである。それは、「納税者」にとっては、過剰かつ不公正に高いと映るかもしれない。  

 

４ 学生一 人 当 たり経 費（student load）モデル  

 

  いくつかの大学では、資源配分モデルに、学生一人 当たり経費 (student load)と財務上の重み付け(financial weighting)を用

いている。財 務 上 のこの重 み付 けは、大 学 が自 らの方 向 性 を統 制 し、影 響 を与 えることを追 求 できるメカニズムである。ある大 学

においては、財 務上の重み付けは、カレッジ全 体の財務状況 を検討して導かれている。他の大学では、HEFCE のファンディング

の重み付けに基づき財務上の重 みづけを定めている。  

  学 生 一 人 当 たり経 費 アプローチを用 いることの利 点 は、学 生 一 人 当 たり経 費 はモデルにおいて極 めて見 えやすく、各 教 育 研

究 部局はこの尺 度の縮小 又は拡 大が財 政 状 況に与える影 響 を容易に見ることができるということである。また、財 務状 況と学 生・

職員 比 率のつながりも明らかである。デメリットは、学生に無 関係 な活動は、明 確 には反映されないということである。すなわち、教

育 ではなく、研 究 活 動 やその他 の活 動（ third-stream activities）に重 点を置 く教 育 研 究 部 局 は、このアプローチによっては不 当

に扱われる可能 性がある。  
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【参考２】サウサンプトン大学の資源配分方法  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1

４－２ サザンプトン大学の例（CIPFA報告より）

イギリスでトップ10に入る研究大学

3学部(Faculty) 24学科(School)からなる総合大学。
3学部；LASS（法学、人文科学、社会科学）に7学科

FESM（工学、理学、数学）に11学科
MHLS（薬学、保険科学、ライフサイエンス）に6学科

学生数 19000人（フルタイム換算）
職員数 4886人（フルタイム換算）

うち教員・研究者2292人、管理・事務1671人ほか

予算規模
連結損益計算書の収入：3億7200万ポンド（約502億円（￡１＝￥135）

（１）サザンプトン大学の概況

9

基本的なルール
収入は稼いだところに帰属し、コストはコストを生む活動の大きさに比例

して配分する。すなわち、HEFCEの補助金、学費、雑収入を学術予算単位（学
科）に配分し、サービス部局のコストをこれらのコストに最も関係のある活
動の規模に応じて学科に配分する。

現行モデルはHEFCE補助金と学費を配分するが、それ以外の補助金は個々の予
算センターに直接流れる。
したがって、このモデルは大学予算全体の￡3億7200万の5割弱に当たる

￡17600万￡を資源配分モデルに基づき配分し、この収入を学科やサポート分野
に同時に割り当てる。

1億7600万ポンドの具体的な学科への配分は次ページ以降のとおり。
各学科は、形式的に1億7600万ポンドの収入がそれぞれの計算方法に基づき配

分されるが、同時に、中央サービスコスト分（7900万ポンド）が割り当てられ
差し引かれる。
したがって差し引き9700万ポンドが実質的にこのモデルによって各学科に流

れる。

（２）資源配分の仕組み

） 

したがって、このモデルは大学予算全体の￡３億 7200 万の５割弱に当たる￡１

億 7600 万を資源配分モデルに基づき配分し、この収入を学科やサポート分野に同

時に割り当てる。 
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のリソースアロケ
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13

（参考）コスト要因により配分された間接経費
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（４）中央サービスコストの学科への割り当て方法

中央サービス（general university service と professional services）は、各学科の予
算から間接的に収入を得る。これらのサービスの予算は毎年のインフレ、新たな支出計画に
よって増額され、コスト・ドライバーを用いて各学科に割り当てられる。

コストドライバー
生徒数－重み付けされた学生数（フルタイム換算）
占有スペース（4種類の重み付け①倉庫②基礎③スタンダードな実験室④高価な実験
室）
雇用されたスタッフ―スタッフ数（フルタイム換算）を基準
国際的な活動―留学生の学費を基準
研究費・契約研究への支出
イニシアティブ

各学科へのコスト割り当ての計算方法
①中央サービスコストの確定（前年度必要経費にインフレ、新規計画等により増減）

②中央サービスコストの各費目（例：戦略的基金、長期修繕引当、資本提供、奨学金、財
務、人事、情報システムサービス、学生サービス、図書館など）をコストドライバーご
とに割合を定めて配分（例：財務部費用はスタッフドライバーと学生ドライバーで50:50
に配分）

③各コストドライバーごとの総経費をコストドライバーの全体数で割り、単位ドライバー
当たりの費用を算出（例：学生ドライバーに係る総経費は2630万ポンドを学生ドライ
バー全体数（フルタイム換算）の17854で割ると、1学生当たり費用が1.471ポンドと算出
される。）

④単位費用を各学科のドライバー数にかけて各学科の割当額を算出
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【参考３】バース大学の資源配分方法  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

14

４－３ バース大学の例（CIPFA報告より）

6学部により構成
Faculty of Engeneering and Design
Faculty of Humanities and Social Services
Faculty of Science
School of Management
School of Health
Division of Lifelong Learning

学生数 学部学生8,964人、大学院生2,285人
職員数 2,086人のスタッフ、621人のパートタイムスタッフ

予算規模
1億6500万ポンド（約223億円（￡１＝￥135）

（１）バース大学の概況

15

資源配分モデルの目的
モデルは予算を決めるために使われるのではない。
モデルは、各部門の貢献度と余剰金を全体的に算出するもので、その主な

目的は、大学のおおよその方向性を示し、学部内のそれぞれの部門がどのよ
うな実績を上げているかを明確にすること。

資源配分方法
【収入】

・HEFCE教育補助金は、基本的にHEFCEの配分方法で各部門に配分
・TDA補助金は直接担当部門に配分
・QRはHEFCEによる配分どおりに配分。大学院生用の指導費も担当部門に配分。
・授業料見込額は直接各部門に配分
・研究助成金収支、研究学生奨学金収支を各部門に配分
・寄付金収入を該当部門に配分
・サービス教育の収支を計算

【支出】
・管理可能経費（教育研究スタッフ、支援スタッフ、早期退職者、人件費以
外の経費、スペース課金）を計算。なお、スペース課金を管理可能経費に
組み込むことで各部門のスペースに関するコスト意識を高めている。

・総収入から管理可能経費を引いたものを大学本部経費貢献費として計上。
大学本部経費貢献率を示し、その向上が求められる。

・本部経費コストについては、種々のコストドライバー（学生数、留学制数、
キャンパスごとの学生数、教職員数、床面積）を用いて各部門に割り当て
られる。

（２）資源配分の仕組み

） 



- 19 -

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

16

複数年の収支の計算
バース大学では、各部門について4年後までの複数年の財務動向を示すことと

している。その中で、各部門の本部貢献度合いの予測などが重視される。

モデルの再計算
年度当初の4月に作成された概算は、1月に、実際の学生数や他の変更点を加

味して再計算される。ただし、この計算上の変更は必ずしも予算そのものの変
更をもたらすわけではない。大学本部はこのモデルの計算値のみならず、様々
な大学全体の状況を勘案して必要な予算の検討を行う。

大学の戦略目標に関する年間計画達成のプロセスとしての資源配分モデル
・このモデルによる大学全体の資源配分の役割に代わり、現在は大学の戦略目
標に関わる年間計画を策定するプロセスがある。

・毎年12月から1月にかけて、各部門は4・5年先を見越した3つのテンプレート
（リスクに関するテンプレート、教育活動・研究活動等に関するテンプレー
ト、財務の指標に関するテンプレート）を作成する。これをもとに大学本部
と各部門長とが協議の上、年間計画を策定する。

・各部門は、年間計画に基づき予算案を検討して、資源配分モデルに組み入れ
る。この過程で各部門は本部と協議を重ね、その際、各部門には本部貢献率
の向上などが求められることとなる。
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（４）モデルのタイムスケール及び修正  

CIPFA の全ての研究事例では、一般的には１会計年度を扱っているが、一つの機関（バ

ース大学）だけは、複数年モデルを試みている。もし大学が大学全体のレベルで複数年

の財務予測を行うとすれば、まずは部局レベルでこのような予測を試みることとなるで

あろうが、より細かいレベルで学生一人当たり経費を予測することは非常に難しい作業

となろう。ただ、もし大学レベルでの財務予測が財政状況の悪化を予見するような場合、

どの部局がそのような悪化を引き起こしているのかを予測することは意味のあることで

あると思われる。  

複数年の資源配分モデルは、企画部門とＩＴインフラが確固たるものでなければ、一

度に単年を扱うものと比べて、より時間もかかり危険も増すものとなろうと示唆されて

いる。  

 

また、いくつかの研究事例では、年度途中に正確な情報に基づきモデルを再計算する

ことが分かっている。オールダム・シックスス・フォーム・カレッジでは、年度途中で

予算を修正する。コレーグ・メナイも類似のアプローチをとっているが、年度内の予算

の縮小による現実的な問題を認識しているため、予算は 50％までの範囲に限り増減させ

ることとなっている。他の大学もまた年度内の変化を反映しているが、これは必ずしも

予算の変更を伴うものではない。例えば、モデルが記述的な方法で用いられているバー

ス大学では、年度内の変更は予算の変更の可能性を考える際の材料とされるものの、そ

の他の要素も同時に考慮に入れられる。  

一度限りの配分という方法は、予算の企画の確実性をもたらすが、学生募集の過不足

に連動した即時的な財務上の増減という結果はもたらさない。一方、実際の学生数に基

づく修正を加える方法は、近年、HEFCE などの資源配分機関による資源の配分が、概

して見込み数から実数に変わってきているため、より厳格な予算管理をもたらすかもし

れない。  

 

（５）予算の配分  

CIPFA の事例研究で例証されたアプローチは以下の内容を含んでいる。  

 コストセンターに収入及び支出の予算を配分し、その中で各コストセンターが運

営されるよう期待して、余剰又は欠損を引き出す。（バース大学）  

 収入予算をコストセンターに配分し、コストセンターが達成又は改善することが

期待される目標を引き出す。予算の範囲内にとどまるように支出レベルを決定す

るのは、予算権限者にゆだねられる（サウサンプトン大学、バーキング・カレッ

ジ）。オックスフォード・ブルックス大学は、収入割合をポイント制を用いた関

連コストと関係づけている。  
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 支出予算をコストセンターに配分する。このモデルは、個々の予算権限者にスタ

ッフ、消耗品その他の支出に係る予算の決定の自由を留保しつつ、総額の支出予

算という形をとることもある。（コレーグ・メナイ）  

 前年度の予算に賃金、価格及び収入変動の増加を基にした予算の配分（クイー

ン・マーガレット大学ー非人件費）。このアプローチは、そのプロセスの中に一

定の一貫性と正確性をもたらすが、量的な変化を無視し、そのもっとも単純な形

では、戦略的イニシアチブを支えるための資源の優先順位付けを排除する。  

 ゼロベースの予算作業に基づく資源配分（オールダム・シックスス・フォーム・

カレッジの非人件費）。各学科又はサービス部門の需要は毎年度評価され、前年

度の配分は無視される。  

 

このように各大学において様々な方法がとられているということは、資源配分には「正

しい」方法は存在しないということ、そして、機関間と機関内のいずれにおいてもそれ

ぞれ方法論が異なるということを意味している。例えばある大学は、学生数などをドラ

イバーとして使用して総収入予算を配分するかもしれないし、一方、他の大学では、あ

る方法を収入予算の一部のみを配分するために採用し、残りは本部コストの資金として

保持するかもしれないのである。  

 

（６）さらに検討が必要な論点  

どのようなアプローチが採用されるにせよ、予算のコントロールを中央本部から現場

の予算権限者に委譲するに当たっては次のような点についての論点がある。  

 

 人件費予算の管理  

一般的に人件費は大学の経費の 55％から 70％に上る。いかなるモデルにおいて

も、各部局の予算権限者が、予算の範囲内であれば、自らが必要と判断する追加的

ポストの創設を含め、スタッフを登用する権限を与えられているが問題となる。い

くつかの事例では、本部が全ての登用あるいは専門ポストなどの特定レベルの登用

について、承認を留保しており、この本部承認は、個別の登用に対しかなりの程度

のコントロールを上級の管理職に認めることとなり、この場合に、部局の予算権限

者がそのプロセスに関与できないという結果につながりかねない。  

また、スタッフに関する管理権の委譲は、各部局の予算権限者に対してより大き

な自由をもたらすこととはなるが、その一方で、それまで本部が行ってきたスタッ

フや人件費に関する統制を乱すことにつながりかねない。（例えば、人件費と物件

費取引高のバランスや若手とシニアのスタッフのバランスなど）  
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 剰余金の取扱い  

剰余金の取扱いについて、CIPFA の事例研究においては、様々なアプローチがあ

るものの、その全てに共通しているのは、剰余金に対して無制限の利用を認めては

いないということである。バーキング・カレッジは全く、残高の繰り越しを認めて

いない。一方、オールダム・シックスス・フォーム・カレッジは一定条件の場合に

のみ繰り越しを認めている。オックスフォード・ブルックス大学は、剰余金につい

て一回あたりの使用額の限度を決めている。予算権限者に対して節約した資金の繰

り越しを認めないことによって、「使用しなければ失う」（spent it or lose it）の

文化を創ってしまう危険を生じ、ひいては良くない支出決定の連続と支出に見合う

価値(VFM)を満たさないことにつながるかもしれないことには留意が必要である。

しかしながら、一方で、仮に大学が剰余金の無制限の使用を認め、その結果、各部

局の相当者が一斉に剰余金を使用するということとなれば大学全体の予算が危機に

陥ったり、キャッシュフローにもダメージを与えられることとなる剰余金もある。  

これは簡単に解決できる問題ではなく、研究事例でも視点が一致していないとい

うことは、唯一の正しい答えがあるわけではないということを示している。  

 

 予備費の確立  

本部が予備費を抱えるべきか否か、また、そうだとしても何のためか、というこ

とはそれが同時に動機付けの問題点ともなりうることから、慎重な検討が必要であ

る。例えば、予測不可能なコストを満たすために予備費は用意しておいた方がよい

のか、あるいは、各部局の予算権限者レベルでは予算を過剰に支出してでも機関に

おける目標達成を確保するように予備費は用意されなければならないのか。それは、

機関の戦略目的を満たすような新たなイニシアチブのための呼び水となる財政支出

を行うためにとっておかなければならないのか。予算権限者レベルにおいて、同様

の目的のために部局における予備費は確保されるべきなのかといった検討課題があ

る。  

バーキング・カレッジは、取引高の１％の予備費を特定している。その他の研究

事例では、そこまで明確ではなく、予備費は不測の事態から守るために必要だと主

張している。  

予備費を過小に確保し、その結果不都合な状況が発生したときの選択肢を制限す

ることとするのか、それとも過大に確保し、それによって運営担当者がモデルの透

明性に疑問の目を向けつつ、自分たちは「盗まれた」と信じるようにしてしまうこ

ととするのか、これらのバランスが非常に難しい。予備費のレベルがいかなるもの

であろうと、合意により確立することが必要である。予備費の使用は、各機関の財

務状況の維持を助ける積極的な要素としてとらえることができる。  
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 サービス・ティーチングの保証  

研究事例は、サービス・ティーチングを非常に複雑な分野で論点に満ちているも

のとして強調している。例えば、社会科学モジュールと比較して数学モジュールの

相対的コストとはどのように算定されるのか。資源の再配分が両方の当事者から「公

正」と認められるのはどのような場合か、また、当事者間の調停のためにどのよう

なプロセスがあるか。  

ほとんどの研究事例では、この問題を、原籍の学科に登録されている学生数をド

ライバーに用いて収入を配分し、それから cross-charging（横断的課金）のメカニ

ズムを導入することを通じて処理している。  

 

 物理的資源  

資源配分モデルを運営することは決して安価ではない。スタッフ数を増やさずに

成功するモデルを立ち上げて運用することは可能かもしれないが、これが実行可能

のように見える場合であっても、最大限の利益が達成されることを確保するために、

時間をとって、モデルを進化させ、関係者間で協議し、研修を実施し、さらにマネ

ジメントプロセスの変更を実行することが認められなければならない。特に、もし

複数年のシステムが提案された場合には、複雑なプロセスとなるものを取り扱うこ

ととなるので、現在のＩＴシステムや専門性が必要十分となっているかを検討する

必要がある。  

 

（７）結論  

CIPFA の事例研究では、各大学が、自らのプロフィール、組織及び目的にもっとも適

したアプローチをほぼ獲得していること、そして、それぞれのアプローチは、それぞれ

に異なっているということが明らかとなった。また、いかなる大学も最初から有効なア

プローチをとることができるわけではなく、資源配分モデルを繰り返し改訂している様

子も明らかとなっている。これまでに掲げたほとんどの論点は、その程度の差こそあれ、

各大学で起こりうる問題である。CIPFA の総括によれば、うまくいく資源配分モデルと

は、「だいたい正しく、明らかに間違いというものではない」というものとされている。 
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３．我が国の大学への示唆  

 

英国と我が国では、大学をめぐる制度や環境が必ずしも一致しておらず、また、英国

においては近年 HEFCE による大学への配分予算が年々増加するという局面にあった一

方、我が国においては国立大学法人化以降、運営費交付金が年々減額されるという局面

にあることもあり、英国のモデルをそのまま我が国の国立大学に移入するというわけに

はいかない。  

しかしながら、1990 年代半ばからすでに約 20 年にわたり資源配分を経験してきた英

国大学の取組から学びとれるものも少なくない。  

英国における取組から得られる示唆としては次のようなものがある。  

 

（１）資源配分という概念での一体的な戦略の推進  

英国の大学においては、予算、教職員数、スペース、サービス教育、中央サービス、

本部業務などの様々な活動をすべてコストの対象としてとらえて一体的な戦略のもとで

資源配分を行っている。我が国においても、予算の管理、教職員数の管理、スペースの

管理などが行われているものの、これらを包含する「資源」という概念を用いて一体的

にとらえることで、これまで以上に戦略的に財務運営を行うことができるのではないか

と考えられる。  

 

（２）戦略的な資源配分システムの確立  

CIPFA においては、「資源配分」を「企画立案及び経営の用具」であると明確に定義

付けするとともに、資源配分プロセスは、大学の戦略的方向性や実行上の優先順位を支

えるという目的を持っているとされている。  

また、大学の運営上及び戦略上の目的は、戦略企画のプロセスに組み込まれた資源配

分の方法論によって補完され、このようなプロセスがなければ機関は実質的に方向が定

まらなくなる。加えて、このプロセスは各機関内にしっかりと組み込まれ、機関全体の

目的や目標を追求するという全体の意思の表れでなければならないとされている。  

このように、英国の大学内における資源配分プロセスは、大学がその使命を果たす上

で、極めて重要なものと認識され、また運用されている。  

この点、我が国の国立大学についていえば、基本的な考え方については十分共有され

ていると思われるものの、その実際の運用においては、法人化当時の配分ルールを基本

的に維持しながら行われるなど、まだまだ十分な機能を果たしきれているとはいえない

と考えられる。  

現在の国立大学の予算が全体として縮減傾向にある中ではなかなか難しい側面もある

ものの、今一度法人化の趣旨に立ち戻って、各大学の使命を実現する観点からの戦略的
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な資源配分システムを確立することが必要と考えられる。  

 

（３）コスト意識の確立  

次に英国の各大学の取組からうかがわれることは、大学全体のコスト意識の高さであ

る。コスト意識を醸成するための方策としては、いろいろなことが考えられるが、まず

は、CIPFA の資源配分プロセスの第一段階としてあげられている「資源の特定」という

ことが重要である。  

大学において資源配分の対象となる「資源」としては、（１）でも述べたように、英

国においては、配分される予算はもちろん、これ以外に、スタッフのポスト（教職員数）、

スペース、あるいはサービス教育や中央サービスなどのさまざまな活動をコストの対象

ととらえて取り組んでいる。  

我が国の国立大学でも、本部におけるポストの管理やスペースチャージなどの取組も

見られるが、サービス教育などの活動（たとえば教職課程の実施など）については、ま

だまだコストの対象としては位置づけられていないことが多い。このような資源配分の

対象となる資源の特定という観点で、各大学の様々な活動を見直すことも重要と考えら

れる。  

また、コスト意識の醸成のためには、積立金や繰り越しなどに対する規制のあり方に

も留意する必要がある。この点、各大学が格段の努力によって積み立てた資源が必ずし

も有効に利用できないこともあり、各大学の創意工夫がより生かされるような運用のあ

り方を研究する必要がある。  

 

（４）多様な資源配分の在り方の模索  

英国の事例研究からも明らかなように、資源配分に当たって唯一絶対の解というのは

存在していない。各大学がそれぞれの量的規模、設置する学部の学問分野、附属病院の

有無など、当該大学の機能に照らして、それぞれの大学にふさわしい資源配分の在り方

を模索することが重要である。  

この点、我が国においては、次章において詳述するように、平成 16 年の国立大学法

人化以降、各大学の権限と責任に基づく学内の資源配分が開始されたのであるが、依然

として多くの大学では、法人化前の配分ルールをベースに、基本的に毎年度、前年度の

予算額に必要な補正を行って配分するというのが基本ルールである。  

一方、中には、各部局に思い切って収入および支出の予算を配分して、その中で効率

的な運営が行われるような工夫を行っている大学もある。今後、さらに我が国の大学に

おいても、従来のルールにとらわれず、それぞれの特色が生かされるような資源配分の

在り方を模索していく必要があると考える。  
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第２章 我が国の国立大学の財務運営の状況  

 

１．はじめに  

○ 本研究会に参画している九つの国立大学は、概ね①大規模大学、②総合大学、

③単科大学等の三つの類型に大別することができる。  

 

○ 大規模大学に含まれる三大学（A 大学、B 大学、C 大学）は、いずれも予算規

模が 1,000 億円程度以上であり、学内の資源配分の対象となる部局数は 40 以上

である。また、学生数は１．５万人超、職員数は 3,000 超である。  

 

○ 総合大学に含まれる三大学（D 大学、E 大学、F 大学）は、予算規模が 400 億

円程度～500 億円程度であり、部局数は 10 程度～30 程度までまちまちである。

また、学生数は 7,000 程度～１．５万人程度、職員数は 2,000 程度～3,000 程

度までとなっている。  

 

○ 単科大学等に含まれる三大学（G 大学、H 大学、I 大学）は、予算規模が 100

億円程度のものから 500 億円程度のものまで、学部・学科の特色等に応じて広

がっている。学生数は、3,000 程度～１万人程度、職員数は５500 人程度～2,000

人程度となっている。  

 

２．各国立大学の収支の基本構造  

（１）収入  

○ 大規模大学の収入については、運営費交付金の占める割合は、約 35％～約 40％

となっており、学生納付金の占める割合は８～10％程度である。また、附属病

院収入の全収入に占める割合は、約 20％～30％程度となっている。  

 

○ 総合大学の収入に占める運営費交付金の割合は、約 30％～35％となっており、

学生納付金は 10％～15％程度である。また、附属病院収入の占める割合は、約

40％～50％程度となっている。  

 

○ 単科大学等については、学部等の種類により、運営費交付金の占める割合は、

約 30％の大学、約 45％の大学、65％超の大学となっている。  
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（２）支出  

○ ほとんどの大学の支出に占める人件費の割合（病院を除く）は、約 30％～40％未

満である。ただし、I 大学では人件費の割合が６割近くに達している。  

 

○ 教育研究費は、ほとんどの大学が約 10％～約 20％程度となっている。このほか、

学長裁量経費等の名目で各部局の教育研究を支援している。  

 

【図】各大学の収支構造（平成 22 年度当初予算ベース）  

                                                                          

（％）  

    大規模大学      総合大学     単科大学等    

収

入  

 

 

 

運営費交付金  38.9 35.5 37.7 34.7 33.9 31.3 44.5 31.7 66.3

学生納付金   8.3  8.2 10.3 16.1 14.4 10.1  

14.0 

 

58.6 

 

18.6附属病院収入  17.0 18.3 28.6 40.6 40.2 48.7

外部資金  34.3 37.5 23.0  8.0  5.1  6.6 33.4  7.7 10.5

その他   1.5  0.5  0.4  0.6  6.5  3.3  8.1  2.0  4.7 

支

出  

 

 

 

 

 

 

 

人件費  36.4 34.2 38.5 52.3 29.7 37.6 32.9 39.8 58.1

教育研究経費  10.9 12.1 10.2 10.0  9.8 14.9 13.6  5.7 22.1

戦略的経費・全学共

通経費  

（学長裁量経費等） 

 3.0 

 

 

 

 2.9 

 

 5.5 

 

 

 1.3 

 

 

 1.8 

 

 

 0.8 

 

 

16.9  

 

 

 2.8  

 

 

 5.8 

 

 

予備費  

診療経費  

外部資金事業経費  

 

10.9 

34.3 

 

13.3

37.5

  0 

22.6

20.7

 

28.4

 7.4 

 0.2 

47.2

 5.1 

 

36.9

 6.6 

 

 

28.4 

 

43.5 

 6.9 

 

 

10.5

その他   4.5   2.5  0.6  6.1  3.3  8.1  1.2  3.5 
 

３．資源配分の方法等  

（１）資源配分の対象となる資源  

各大学における配分対象となる資源としては、予算のほか、スペース、定員、人材と

いったものがある。各大学では、これらの資源の配分を総合的に行いながら、大学とし

ての戦略的な運営を行っているのが実情である。  

 

（２）資源配分の基本ルール  

大学運営上の重要な資源である予算、スペース、教職員、人材については、以下のよ
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うな基本ルールのもとで配分が行われている。  

 

【予算】  

○ 各大学とも平成 16 年の法人化の際に、予算配分の基本的なルールを定め、運営

費交付金の縮減等に対応しつつ適宜微修正しながら各部局への予算配分を行っ

ている。第２期の中期目標期間の開始に向けて、物件費について、学部等ごと

の原価計算を行うなどして、予算配分の新たなルール作りを検討した大学もあ

るが、最終的には学内事情等に配慮して実現にまでは至っていない。  

 

○ 基本的な配分方針としては、各大学とも、基盤的な教育研究経費を前年度とほ

ぼ同程度に確保しつつ、運営費交付金の縮減等に対応するため、人件費・物件

費全般にわたる節減を図ることがあげられる。このほか、大学によっては、さ

らに一定の比率によって経費を一律に削減した上で、各部局からの要求を踏ま

えて再配分を行うという取組もみられる。また、第２期中期目標・中期計画を

実行する観点から、節減した予算や間接経費などを活用して、学長裁量経費等

の拡充を図ったり、戦略的配分を強化したりしてきている大学もある（B 大学、

E 大学、G 大学）。  

 

【スペース】  

○ 各大学においては、本部が新たに設置する総合研究棟等の施設については、共

用スペースの一定部分を本部が管理し、各部局に対してスペースチャージを課

して利用させている。  

 

○ 修繕積立金を用いた中期修繕計画を予定している大学もある。具体的には、各

部局に使用する床面積に応じて修繕積立金を保留させ、これにより計画的に修

繕を実施していくこととするものである。  

 

【定員】  

○ 教授の退職や異動に伴う不補充等を原資として、学長裁量ポストを確保し、大

学の戦略的な活動に生かすところもある。  

このほか、通常の定員削減分を超えて各部局の定員を削減した教職員の定員数

を原資として学内での申請・審査・役員会での決定を経て、各部局へ再配分し

ている大学もある。  
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【人材】  

○ 大学によっては、学長直属の戦略企画部門に各学部の若手教官等を学長補佐や

理事補等として登用したり、あるいは大学全体として戦略的に強化すべき部門

に対して能力の高い事務系職員を優先的に配置したりするなどの取組もみられ

る。  

 

（３）長期的な資源配分の基本方針  

○ 財務運営面で現在の国立大学の置かれている状況には非常に厳しいものがあ

る。運営費交付金は年々縮減傾向にあり、外部資金としての科学技術関係経費

も頭打ちの様相を呈している。加えて、国立大学の施設・設備の老朽化が進ん

できており、施設の改修・改築や設備の更新が必要となっている一方、これら

にかかる国の補助金については十分には措置されていない状況がある。このよ

うに国立大学は、収入面での縮小要因がある一方で、支出面での拡大要因があ

り極めて難しい財務運営を迫られており、各大学では、こうした状況に対処す

るため、以下に示すような事項についての長期的なプランを策定しながら、教

育研究活動の維持をはかろうとしている。  

 

 定員（人件費）削減計画  

 施設整備計画（キャンパスマスタープラン）  

 設備整備計画（設備マスタープラン）  

 経費削減計画  

 

（４）収入資源の配分  

各大学の収入は、主として、①運営費交付金、②学生納付金、③外部資金、④附属病

院収入などから構成されている。このうち、運営費交付金と学生納付金などの使途が特

定されていない収入に関しては一体のものとしてとらえられている。  

 

【運営費交付金及び学生納付金】  

運営費交付金及び学生納付金は、主に人件費や物件費、あるいは戦略的経費等の原資

として位置づけられている。  

中には、部局に対して、運営費交付金のうち人件費相当分を一定の計算式で算定した

上で収入として配分したり、当該部局での学生納付金の収入をそのまま部局に配分する

といった大学もある。  

 

 



- 30 -

【外部資金】  

○ 直接経費  

受託研究費やほとんどの寄付金等は、使途特定事業費として該当部局に直接

配分される。  

一部の大学では、寄付金の一部（例：２％）についても、受託研究等と同様

に全学経費の財源としている（A 大学、B 大学）。  

なお、科学研究費補助金等の個人補助金の直接経費については、学内配分予

算には計上されない。  

 

○ 間接経費  

外部資金の間接経費については、多くの大学では本部と部局で５：５の割合

で折半している。  

一方、G 大学では、本部が 65％、部局 35％の割合で配分しているが、同大

学では光熱水料等を本部一括処理しているため、部局に配分された間接経費は

裁量の幅の大きいものとなっている。  

D 大学では本部 40%、部局 60%となっているほか、C 大学では、原則 50:50

の割合としつつも規模の大きな外部資金については本部分（50%）の半分を部

局に配分して結果的に 25%:75%で配分している。  

 

【附属病院収入】  

附属病院の収入は、基本的に附属病院に配分される場合がほとんどである。  

附属病院収入の一部を全学共通経費として本部に留保する大学もある（Ｄ大学）。  

 

【新たな財源確保の取組】  

上記のような一般的な収入のほかに、各大学の工夫で以下のような財源確保の取組も

見られるようになってきている。  

 

○ 寄付金収入による基金の造成  

大学の中には、同窓生や一般の方々等からの使途を特定しない寄付金により

基金を造成するという取組もみられる。  

 

○ 資産活用  

大学の中には、自らの土地資産を活用し、民間企業等と連携して施設を設け、

学生寮として活用したり、研究施設として利用したりするといった取組もみら

れる。  
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○ 駐車場収入等  

大学の中には、駐車場収入を本部財源に組み入れたり、自転車についても登

録制として乗り入れ料金を徴収したりしているところがある。また、自動販売

機の設置料を新たに課すこととした大学もある。  

 

（５）予算上の支出積算の考え方  

①  人件費  

○ ほとんどの大学では、総人件費改革への対応などもあり、承継職員の人件費に

ついては大学本部で一括管理し部局へは配分していない。ただし、附属病院を

有する大学では、附属病院分の人件費を病院に配分するところもある（C 大学、

E 大学）。一方、ある大学では人件費を部局に配分している。同大学では、「１

月末現在の実績単価×計画人数」を積算のうえ、人件費相当分（退職手当を除く）

は優先的に確保して部局に配分し、この枠内で部局の裁量により人件費の運用

が行われている。なお、この場合、総人件費改革への対応としては、大学本部

が人員管理計画を策定して部局ごとに管理する方法をとっており、各部局では

この計画数を上限として採用を行うなどの対策を講じている。  

 

○ 本部で一括管理している大学では、総人件費改革への対応として、毎年各部局

に対して１％程度の人件費の削減を課している。具体的にどのポストを削減す

るかは本部と部局との調整となる。  

 

○ なお、承継職員ではない非常勤職員や派遣職員は、各部局において物件費の枠

内で雇用されている。  

 

○ このほか、G 大学では、退職不補充等により最大 20 名までの学長裁量ポストの

確保を図り、これを有効に活用して全学的な組織改編等への対応を図っている。 

 

②  物件費  

○ 物件費のうち、各部局の基盤的な教育研究経費については、各大学ともできる

だけ前年度実績を確保するよう努めている。ただし、運営費交付金の削減等に

対応して、各部局に対して効率化係数（例：１％）等により、一律に一定割合

の減額を図ってきている大学もある。  

 

○ 配分された基盤的な教育研究経費の部局内での配分は、一般的に各部局の判断
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にゆだねられている。しかしながら、各部局での画一的な取り扱いを改め、部

局長の裁量によって独自の特色ある取組を促進させるために、  

 部局配分分の一定割合を部局長裁量経費として位置付けるといった取組

（B 大学）  

 部局配分分の一定割合を教育研究活性化経費として、部局提案分及び傾斜

配分分に区分して配分する取組（C 大学）  

   もみられる。  

 

○ 光熱水費については、管理的経費として本部で一括管理する大学（G 大学）と、

各部局に配分した物件費で各部局が負担する大学（A 大学、D 大学）とがある。 

 

③  診療経費  

附属病院にかかる支出は、附属病院に配分。  

なお、附属病院に係る人件費については、本部で一括管理する大学と附属病院

に配分する大学（C 大学、E 大学）とがある。  

 

④  予備費  

年度当初では予測しがたい事項に対応するために予備費を設ける大学がある（A

大学、B 大学、F 大学、H 大学）一方で、不測の事態に対しては補正予算の編成又

は学長裁量経費の活用によって処理する大学もある。  

 

（６）学内（本部と部局）の資源の再配分の仕組み  

【本部による資源の徴収、割り当て】  

①  トップスライス  

全学共通の経費（全学共通サービスの提供や戦略的経費）の財源として、予算

の一定割合を本部が予め確保している大学がある。  

また、間接経費については、あらかじめ本部と部局とで配分割合を設定した上

で、本部が一定部分を徴収している。  

また、B 大学では、寄付金について一律２％を全学経費として本部が確保する

こととしている。  

 

②  各部局へのコスト割り当て   

また、全学共通経費の財源として、いったん各部局に配分した経費から一定割

合で本部が徴収する場合がある。  

例えば、D 大学では、電子ジャーナル経費については、部局ごとに重み付けを
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した上で負担させている。この場合のコストドライバーとしては、教員数や利用

実績などを用いている。   

A 大学では、インターネットで閲覧可能な図書の経費、省エネに係る経費につ

いて、いったん配分した部局の予算から一定割合を本部に戻すといった取組を行

っている。  

また、運営費交付金の一部、学生納付金の一部などをその財源として、例えば

Ｄ大学では、図書館運営経費として、部局経常経費の３．５％を一律にあらかじ

め本部で確保している。  

光熱水料については、各部局での必要経費をあらかじめ本部で控除するか、あ

るいはいったん配分した部局の予算から事後に本部が徴収するかといった方法

で、各部局の負担を割り当てている。  

このほか、ネットワークへの接続経費については、いったん計算機センター等

で一括処理した上で、本部又は当該センターと各部局との間でコストの割り当て

が行われている。  

 

【スペースチャージ】  

各大学においては、本部が新たに設置する総合研究棟等の施設については、共用スペ

ースの一定部分を本部が管理し、各部局に対してスペースチャージを課して利用させて

いる。このほか、改修建物・既設建物についても学長裁量スペースを確保し、大学とし

ての重点施策に生かす大学もある（G 大学）。このほかにも、スペースチャージについ

てさらに検討中の大学もいくつかある。  

 

【環境賦課金制度】  

大学によっては、各部局から電気、ガス、水道の使用量に対して賦課金を徴収したり、

間接経費の一定割合を徴収したりするなどして、その徴収した資金とほぼ同額の全学経

費を財源として、省エネ・省 CO２対策のための既存設備の改修や環境配慮行動を推進し

ている。  

 

【本部による資源の配分等】  

①  戦略的経費及び全学的経費  

○ いずれの大学も学長裁量経費等の戦略的経費を設けているが、その予算に占め

る割合は約５％に上る大学から１％に満たない大学までまちまちである。  

 

○ 戦略的経費の財源は、人件費や物件費の節減、外部資金の間接経費、全学経費

分の一定割合、部局配分分の一定割合のトップスライス、予備費の組み換えな
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ど様々な方法で確保している。  

 

○ 戦略的経費は、基本的に中期目標や中期計画に照らして、大学全体として必要

な教育研究プロジェクトや教育研究環境の整備などを対象とし、①学内に公募

したり、②学長の裁量で行ったりするものがある。多くの大学では、学内の競

争的研究資金を確保している。  

 

○ B 大学では、部局の活性化を図る観点から、中期目標や中期計画に定める事項

のうち各部局が自ら達成を目指す指標を設定し、その指標の達成度に基づき部

局ごとに配分する取組を始めた。また、併せて、間接経費を財源に、各部局の

組織改編等に対応する取組も行っている。  

 

○ C 大学では、全学的な基幹設備等（空気調和設備及びライフライン等）の老朽

化や省エネルギー対策等に対応するため、長期（15 年計画）改修計画を策定

し、学長裁量経費を戦略的に投入している。  

 

②  附属病院への補助等  

附属病院を保有する多くの大学では、これまで病院運営経費についての内部補

助や経費支弁が行われてきたが、平成 22 年度の診療報酬の改定や大学病院の機能

強化政策により、現在は本部から附属病院への支援は行われなくなってきている。 

 

③  その他  

○ B 大学では、学内貸付金制度を設け、有利子（医学部附属病院対象）又は無利

子（医学部附属病院以外）で本部が部局への貸し付けを行っている。将来の間

接経費等を返済原資として貸付けを行うことで、部局において喫緊に必要な施

設の整備等が図られている学内貸付金制度を設けている大学はほかにもあ

る。  

 

【コスト削減への取組】  

○ I 大学では、学部等の内部努力による節約分については学部内で再配分し年度

内に使用するなどの運用を行っている。  

 

○ G 大学では、「公共サービス改革基本方針」等を踏まえた委託業務の包括化・

複数年化により、結果として当該経費の削減（約３割）ができた。  
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○ 複合複写機一括契約  

大学全体のコピー機について、一括契約とすることにより複写費用の節減を

図った大学もある。なお、これによりかなりの節約が実現しているが、そもそ

も各部局の複写費用は各部局負担であったため、大学本部としての経費節減と

はなっているわけではなく、各部局の判断で、節約費用の多くは研究費もしく

は教育費へと転換されている。   

 

（７）予算配分プロセス  

【毎年度の資源配分】  

○ 予算配分は、概ね  

①年末から２月ごろにかけて、予算配分の基本方針を策定し、  

②月から３月にかけて具体的な配分案を決定  

というプロセスを経て行われる。 

 

ここで、②の配分案については一般的に役員会での議決を経て決定されるが、①の基

本方針については必ずしも役員会の議決事項とはされていない。  

また、これらのプロセスへの各部局の関与の仕方も大学によってまちまちである。  

 

例１（予算規則）：学長が経営協議会及び教育研究評議会による審議の後、役員会の議

を経て予算編成方針を決定→学長が予算責任者（研究科長等）に予算編成方針を通知→

予算責任者が予算案を作成し学長に提出→学長が経営協議会及び教育研究評議会による

審議の後、役員会の議を経て予算を決定し、予算責任者に配分  

 

例 2（予算事務取扱細則）：学長が経営協議会による審議の後、役員会の議を経て予算

案を決定→学長が部局長に予算を配分  

 

例 3（会計規程）：学長は年度計画を実行するため収入支出予算及び収支計画並びに資

金計画を作成→学長は予算額を予算単位の長に通知  

 

例 4（会計規則）：学長は予算編成の基本方針を決定→学長は財務担当理事に基本方針

に基づく予算案を作成させる→学長は経営協議会の審議を経た後、役員会の議決を得て

予算を決定  

 

○ 予算上の費目については、基本方針等で決定されることが一般的である。こ

れは、機動的な予算編成というメリットを有するものの、安定性･継続性の観
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点からは課題もある  

 

○ 大学の予算は、国からの運営費交付金や学生の納付金など、極めて公共的な

性格の強い費用で成り立っている。このような経費の配分については、大学

としての説明責任を果たす観点から、適正な手続きに則って行われる必要が

あり、そのためにはその手続きは可能な限り学内の規程により整備されてい

ることが望ましいと考えられる。  

 

○ 予算の修正プロセスとしては、ほとんどの大学で当初計画された予算に対し

て、政府補正予算による追加配分などの大きな変動があるときに学内補正予

算を組み計画の修正を行っている。  

 

（８）課題等  

各大学から、現在の教育研究組織等を前提とした資源配分等に関して以下のような課

題が挙げられている。  

①  人件費の取扱い  

○ 本部で一括管理している人件費については、各部局に任せてほしいとの要望が

ある。また、空きポスト分の経費を部局で使用できるようにして欲しいとの声

もある。  

 

○ 再雇用職員が増えてきており新規採用を圧迫しつつある。パートタイム化も制

度化しているが使われていない。活力の点で課題がある。  

また、人件費削減の影響で、常勤が減り非常勤が増えすぎていることも課題で

ある。  

 

○ 人件費の削減については、これまで給与費削減やポストの調整などで対応して

きたが、このような手法にも限度がある。今後はいわゆる「承継職員」の考え

方を含め、人件費管理の在り方について、国としての考え方も含めて抜本的に

検討する必要がある。  

 

②  物件費の配分  

○ 部局配分予算のゼロベースからの見直しや予算配分方法の簡素化について検

討する必要がある。  
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○ 管理的経費の節減は限界に近づいており、このままでは教育研究経費に手を入

れざるを得ない状況となっており、近い将来、現在の教育研究活動を維持でき

ない懸念がある。  

 

○ 学内予算配分について、評価指標を設定し、その結果を活用したインセンティ

ブの働く配分方法について検討する必要がある。  

 

③  戦略的経費の確保  

○ 大学の特色確保の観点から本部の裁量により配分できる予算の充実を図る必

要がある。  

 

○ 寄附金のトップスライスの在り方やスペースチャージの在り方についても検

討が必要である。  

 

○ 教育施設の老朽化対策（予防保全の視点から）  

建物の適正な維持は個々の建物の長期修繕計画に基づき維持管理、修繕が必

要である。このためには必要な資金を積み立て効率的な建物管理を行う必要が

ある。国立大学法人会計基準にはこのような積立金を行える制度にはなってい

ないので制度の変更を含め改善策を検討する必要がある。これまで、教育研究

活動の基盤である施設を長期にわたり良好な状態で維持し、良質なストックを

形成するための経費として、教育等施設基盤経費（平成 22 年からは施設面積

調整額として増減）が毎年措置されているが、競争的資金獲得や新たな教育研

究の展開に必要なスペースの確保・維持には更に経費が必要となることから、

財源確保策の１つとして考えられる。また、資産の有効活用や省エネルギーの

観点からも、有効な手法と考えられるが、教育・基礎的研究分野への配慮など、

運用面での留意が必要ではないかと考えられる。  

 

④  診療報酬の獲得  

○ 平成 22 年度の診療報酬の改定により、附属病院の運営は改善の方向にある。

今後とも、附属病院が医学教育・医学研究上の場としてその責任が果たせるよ

う、また、病院収益拡大の観点からも診療報酬の検討が期待される。  

 

⑤  外部資金の獲得  

○ 外部資金については、競争的資金獲得のインセンティブ確保、大型競争的資金

等への申請支援財源の確保（大型補助金採択時の補助）、競争的資金等で措置
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された事業の支援終了後の財源の確保、間接経費の配分割合の再検討といった

観点で今後さらに検討が必要である。  

 

⑥  資産･資金の活用  

○ 学生寮や留学生宿舎のための土地の活用の在り方や、スポーツ施設等の民間利

用の在り方、学内施設設備の全国共同利用化などについて検討が必要である。 

 

○ 寄付金等の余裕金を活用した資金運用の在り方についても検討する必要があ

る。  

 

○ 民間資金を活用したキャンパス整備  

定期借地権等を利用した整備は一部の大学で職員宿舎、学生宿舎等で行われ

ているが、大学の福利厚生施設や教育研究施設の整備、キャンパス再開発整備

などについて定期借地権制度等、民間資金を活用した検討が必要である。特に

法人法２２条のより一層な弾力的な運用が望まれる。  

 

⑦  その他  

○ 防災･節電対応等経費の確保（震災対応）  

東日本大震災を機に、今後の発生が危惧される大規模自然災害に対する危

機管理・防災対策が、これまでの水準以上に必要であることを改めて再認識し

たところである。直近の課題として節電対策に係る経費（節電機器への更新な

ど）が見込まれると同時に、短・中期的には、大学としての業務継続計画（BCP）

を踏まえた早急な備えがソフト面、ハード面共に必要であるものの、特にエネ

ルギー対策をはじめとするハード面の財源確保は大きな課題である。 
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第３章 金融機関からの借り入れ  

 

 研究会においては、これまでに国立大学の長期借入等に関してヒアリングを実施した。

その際の質問事項及び金融機関等の回答のポイントは以下のとおりである。  

 

 【国立大学法人の長期借入等に関する質問】  

 １ 金融機関からみた国立大学法人の経営分析の視点  

 ２ 金融機関における国立大学法人の格付けの手法  

 ３ 金融機関からみた国立大学法人の財務体質（特に学校法人との相違）  

 ４ その他、国立大学が運営費交付金、競争的資金、学校納付金以外の民間資金

を調達して教育研究基盤を形成していく際に考慮・検討しなければならない事項  

 
 

【１～３について】  

○ 個別校ごとの調達ということになると、それぞれの大学に応じ、財務状態、資

金用途、プロジェクトの内容、採算性などを個別判断している。  

国立大学の格付けについては、政府出資のある法人形態であることから、他の

私立大学と異なる方式をとっているものが大半であるが、仮に個別校ごとの調

達ということになると、事業の形態に即した判断になる可能性がある。  

 

○ 融資判断のポイントは、資金用途、事業の採算、事業・プロジェクトの返済能

力。なお、返済年限や金利などの条件については、個別校ごとに変わり得るし、

借入条件によっても変わってくるので一律とはならない。  

 

○ 現在の学校法人の格付けは概ね次のように定量的要因と定性的要因を加味し

ている。定量的要因の主要項目は以下の通りとなっている。  

①  償却前営業収益＝帰属収入－消費支出＋減価償却  

②  総債務償還年数  

有利子負債÷償却前営業収益（①）  

償還年数は複数の段階に分けている。償還年数が長ければ、その原

因、今後の事業計画・返済計画の妥当性等の説明が求められる。  

③  自己資金構成比率  

（基本金＋消費収支差額）÷総資産  

50％程度から複数の段階が設けられており、比率が高いほど良い財

務状況といえる。  
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④  有利子負債依存度  

（長期借入金＋短期借入金）÷総資産  

⑤  前受金保有率  

現金預金÷前受金  

⑥  人件費依存率  

人件費÷学生生徒等納付金  

⑦  帰属収支差額増加率  

※帰属収支差額＝帰属収入－消費支出  

 

○ ３の財務体質については、週刊東洋経済（2010.10.16）とも見比べると、自

己資本比率については、私立に比べると、総じて国・公立の方が低い値とな

っている。純資産比率については、私立だと平成 20 年度で 85.3％。このう

ち医学・歯学を除くと 87.3％。東大で 81.2％となっている。  

 

○ 経営分析の視点としては、以上述べたことを取り混ぜて、個別校ごとの状況

を踏まえて判断するだろうが、金融機関としては現段階では一般的には私立

大学により近い見方になると思われる。  

 

○ 金融機関は事業法人を相手とする取引が多い。したがって、学校法人や国立

大学についても、財務比率を事業法人に準じた形で置き換えて考えることに

なる。すなわち、大学の決算では、損益は収支となっており、また経常収益

や資本金といった概念も存在しない。これらの異なるものを金融機関として

は事業法人へと置き換えて、営業利益とか経常利益などを算出している。  

 

○ 借入をする場合の担保は、処分できるかどうかは別として、仮に不動産購入

の場合であれば少なくとも融資対象物件に担保を設定することになる。  

 

○ 財務諸表は重要な情報であり、将来のプロジェクトの収支、計画よりもまず

は過去の数値を何期がならべて分析する。財務諸表の付属明細も必須である。 

 

○ 学校については、単科、短大、立地など様々な状況があるので、単一に見る

ことはできない。国立についても、例えば首都圏にあるかどうか、単科かど

うかなどで異なってくる。数字はあくまで定量的なもので、立地など定性の

評価も一つの判断材料となる。  
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○ 金融機関の見方として、実質利益や経常利益といった数値を事業法人モデル

に置き換えているが、その際、寄付金は営業外とカウントしている場合があ

る。私大では５年、あるいは 10 年ごとといった期間ごとに寄付金の募集をす

るが、これは営業外収入というマトリクスに入るものと考えられる。  

 

○ 国立大学法人化後に民間からの資金調達を行っている事例が少なく、運営費

交付金など返済のキャッシュフローに見込めるかなどの判断が難しく国立大

学は返済能力については、なお研究が必要と考えられる。  

 

【医科系大学について】  

○ 私大の医科系大学について、上記のほか、帰属収入のうち医療収入割合が占

める割合など、事業の実態に即した形での検討をする金融機関もある。  

 

○ 事業計画は 10 年から 15 年間で立ててもらうが、帰属収入の過去のトレンド、

人件費、材料費など各種項目にストレスをかけて返済が可能か検証している。

その際、診療報酬の改定などマクロ環境も含めて総合的に判断されている。  

 

○ 国立大学についても、今後、民間金融機関等からの資金調達をする際に私立

大学と同様に事業計画の準備や経営戦略などを立てる必要性があると想定さ

れる。  

 

○ 医学部を持つ大学では、附属病院を有している点にも着目し、医療関係の指

標まで細かくヒアリングするケースもある。一般的には医師の給料が法人の

人件費に計上されていることや、それに伴い病院事業で収支がどうなってい

るのかわかりにくいという点が挙げられる。一概に条件が悪いから融資を断

るというのではなく、よいところも見ながら、例えば５年ごとに数字を出し

てもらうなどして融資しているケースも存在している。ただ、こうした態勢

を整備することは今後国立大学には必要となる  

 

○ 医科系大学については、病院の建て替え時期などはキャンパス全体の整備計

画との検討が必要となっている。病院を建て替えるには医業収入の１～１．

５倍程度の費用がかかるケースが大半である。建て替えるにはキャンパスの

空き地を活用し順繰りに建設していかないといけないが、敷地面積に余裕が

ない場合には代替地の確保が必要となる。   
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【研究等の施設設備に関する融資】 

○ 主として研究に立脚する施設設備について、国の資金で設備は確保でき、間

接経費で施設も償却はできるといったような場合、研究型大学についてどの

ような形態での融資を行うのかについては、今後も検討が必要と考える。外

部資金というと、寄付金、科研費、受託研究などが考えられる。このほか、

学校や学科の強みをみることになるがマトリクス化とか点数化をするといっ

た研究はしていくべきと考える。  

 

【土地処分などと絡んだ融資についての考察】  

○ 大学の資産運用を柔軟にして、余剰キャンパスの出資、土地処分などもあわ

せた形でキャッシュフロー計算しながら大型の研究施設を建てるといったよ

うな、米国の大学でやられているようなことも考えられる。土地処分が絡ん

だりすると計画しやすくなる。そのようなことはこれまで全くやられていな

い。私学でもできていないし、郊外型の学校などでもできていない。私学は

非課税ということもあり、事業収益に臆病な面がある。税制や寄付の問題も

あり前に進んでいない。ただ、マクロで見ると少子化の進行する中、これ以

外の収入努力をしない学校というのはいかがなものかと思う。企業ともっと

連携するなど、アウトフィールドを見ていないところは悪い方に判断される。

こうしたところには将来価値は見いだせない。  

 

○ 国立は法人化が平成 16 年でそのときの鑑定なので時価に近い。国公立は価値

の評価がしやすい。あとはどういう使い方をしているか。一般的に国立大学

の土地の立地条件は良いものと思われ、私立にも解放すれば利益も上がると

考えられる。  
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第４章 今後の検討課題  

 

今回のプロジェクト研究においては、英国の大学の資源配分モデルの研究により、予

算・定員・スペースその他大学における様々な活動を資源配分の対象として一体的にと

らえて、戦略的な資源配分システムを確立する必要があることなどが示唆として得られ

た。  

我が国の国立大学における資源配分の事例研究では、各大学とも基本的には法人化当

時（平成 16 年）の配分ルールをベースに基本的なルールを定めて資源配分を行ってい

ること、各大学とも様々な工夫をしながら収入の増を図ったり学内の戦略的な配分を行

ったりしている実態などが明らかとなった。  

しかしながら、我が国の国立大学の財務運営をめぐる状況は以下に見るように年々厳

しさを増しており、その環境下で今後とも各大学がその特色を生かした大学運営を行っ

ていくためにはいくつかの課題を解決していく必要がある。  

 

（１）国立大学の財務運営をめぐる状況  

国立大学法人の財務運営をめぐる状況は年々厳しさを増してきている。  

具体的には、国立大学法人の収入面についてみると、運営費交付金は年々減額される

傾向にあり、法人化時点の平成 16 年度には国立大学全体で約１兆 2,400 億円であった

ものが、平成 23 年度予算では、１兆 1,500 億円と、約 900 億円の減額となっている。  

現在の厳しい国家財政の状況を考えると、これがにわかに好転することは考えにくい。 

また、このような国からの基盤的経費の財源確保に期待できないからといって、外部

資金に目を向けたとしても、やはり科学技術関係経費の規模は停滞している状況にあり、

仮に個別の大学が外部資金の獲得を強めていたとしても、国立大学全体としてみれば、

このような資金により収入増を図ることは困難な状況になってきている。  

一方で、国立大学の法人化時において国から出資された施設や設備（医学部に係るも

のを除く）について、平成 21 年度決算において、損益外減価償却等相当額として約 1,380

億円が計上されている一方で、同年度の施設設備の国からの補助金については、約 300

億円程度となっているほか、設備についても同様な状況となっている。  

すなわち、法人化時に国から出資された施設･設備についての減価償却に連動した適切

な財源投入がなされておらず、これらはいずれ各大学の持ち出しによる支出となって大

学の財政を圧迫する要因となる恐れが高い。  

このような収入および支出の状況をみると、現在、各大学において懸命の努力によっ

て各部局に配分する基盤的な教育研究費や戦略的経費が、近い将来維持できなくなって

しまう可能性が高いと考えられる。  
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（２）今後検討すべき課題  

上に述べたような状況を打開する観点から、今後次のような研究が必要である。  

 

①  土地資産を含めた資産の活用  

国立大学の事例研究では、各大学とも支出の節減、効率的な配分、余裕金銭資

金の運用、寄付金等の運用など様々な工夫を凝らしている状況がうかがわれる。

また、我が国においては、米国等に比べ寄付を行う習慣が定着していないことか

ら、寄付金の獲得が非常に厳しいという現状もある。  

今後の課題としては、学外主体による教育研究の基盤整備という方途を開くこ

とだと考えられる。具体的には特定目的会社に対する土地資産の出資などを通じ

て、民間と協調した形で教育研究基盤整備を行えるような仕組みについて、国立

大学法人法の改正も含めた検討が必要と考えられる。  

 

②  学内資源配分の重点化による機能別分化と大学間ネットワークの推進  

現在の大学改革の大きな課題として、大学の機能別分化とネットワーク化とい

う問題がある。大学の機能別分化については、各大学が自らの判断で、どのよう

な分野・領域に強みを見いだし、その分野に対して戦略的に資源配分を重点化し

ていくかといった視点が不可欠である。今後、さらに国立大学をめぐる財政的な

状況が厳しさを増す中で、各大学においては真剣にどのような分野・機能、ある

いは特定段階における教育といったものに予算をはじめ様々な学内資源を重点的

に投入するかということを考えていく必要がある。  

あわせて、国全体あるいは地域において国立大学が果たすべき役割、期待され

る役割というものがあるのも事実である。このため、各大学が機能別分化を進め

て特定分野を重点的に強化していくことと同時に、他の国立大学や地域の私立大

学などと大学間のネットワーク、あるいは大学間の連携・協働といった取組を進

めていくことが必要である。  

 

③  徹底した支出節減（特に本部経費）について  

この点については、近隣の大学との事務の統合や共同調達等による経費の縮減

が考えられる。本研究会の事例研究においては、クラウドコンピューティングシ

ステムを活用して各種システムの統合を図ることにより、相当の経費の節減が見

込まれるとの事例が紹介されている。確かに、短期的には設備投資としてまとま

った資金が必要となるが、長期的にみれば相当の節減効果があるのではないかと

考えられる。  

特に現在のシステムを更新する必要が生ずる場合には、その更新費用だけでも
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相当な経費となることが予想され、これも含めると財務上の効果は大きいと考え

られる。  

また、この観点から考えると、クラウドコンピューティングシステムの活用は、

他大学と共同して行うのではなく、大学単独で行う場合であっても投資コスト、

エネルギー削減の効果があると考えられる。  

共同調達については、事例研究からは、大規模な大学と小規模な大学とで共同

処理を行うと、大規模大学にとってのメリットは少ないとの見解も示されたが、

小規模な大学同士で共同処理を行うことにより業務量の軽減、調達コストの低減

の効果が考えられる。  
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